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２０２３年５月１２日 

各  位 

                      上場会社名 中部電力株式会社 

                      代表者 代表取締役社長 林 欣吾 

                      （コード番号 ９５０２） 

                      問合せ先責任者  

                     経営管理本部法務グループ長 伊藤 慎 

                      （ＴＥＬ ０５２－９５１－８２１１） 

 

託送業務で知り得たお客さま情報の漏えいおよび閲覧事案に関する 

電力・ガス取引監視等委員会からの業務改善勧告および資源エネルギー庁からの指導への報告 

 

中部電力株式会社（以下、「中部電力」）、中部電力パワーグリッド株式会社（以下、「中部電力      

パワーグリッド」）および中部電力ミライズ株式会社（以下、「中部電力ミライズ」）の 3 社は、           

託送業務で知り得たお客さま情報の漏えいおよび閲覧事案（以下、「本事案」）の発生を受け、二度と

同様の事案を発生させることのないよう、原因究明や再発防止策の策定等に取り組んでまいりました。 

本事案について、中部電力パワーグリッドと中部電力ミライズは、本年 4 月 17 日に電力・ガス

取引監視等委員会から業務改善勧告を、資源エネルギー庁から指導を、それぞれ受領したこと（2023

年 4月 17日お知らせ済）を踏まえ、本日、報告いたしました。 

報告にあたっては、本事案が発覚した本年 1月以降、中部電力パワーグリッドと中部電力ミライズ

が、原因の究明と再発防止策の策定・実行に着手し、2 月には中部電力を含む 3社で「再発防止等

合同検討会議」を立ち上げ、これまで両社の取り組みの妥当性等を確認してまいりました。 

本事案は、一般送配電事業者の中立的な業務運営、およびそれを前提とした小売電気事業者の    

業務運営のあり方から逸脱した不適切なものであり、大変重く受け止めております。 

多くのお客さまにご心配とご迷惑をお掛けしたことについて、深くお詫び申しあげます。 
 

当社グループは、引き続き、再発防止の徹底に全力で取り組んでまいります。 
 

【本事案の根本的な原因（真因）および再発防止策の概要】（詳細は別紙を参照） 

１．中部電力パワーグリッド 

＜真因＞ 

・背景としての行為規制の徹底に関する意識不足 

・責任の所在が不明確なままでの業務運営 

・マネジメントの判断ミス 

・モニタリングの不備 

・ルール・体制の不備 

＜主な再発防止策＞ 

・行為規制に関する全従業員研修・教育の実施 

・経営層と従業員との対話による意識改革 

・行為規制管理部署の新設、外部専門家等の活用、

システム管理責任者の設置 

・システムの物理分割（ミライズも共通） 

 

２．中部電力ミライズ 

＜真因＞ 

・行為規制に対する周知・理解不足 

・行為規制対応を担保する仕組みの欠如 

・問題点を提起しにくい組織風土 

＜主な再発防止策＞ 

・行為規制遵守に関する社長メッセージ発信 

・行為規制統括部署の新設、外部専門家の活用に 

よる内部統制の再構築・強化 

・社内のコミュニケーション機会の設定・活性化 
 

別紙：「託送業務で知り得たお客さま情報の漏えいおよび閲覧事案」に関する 
発生の真因および再発防止策の概要 

以 上  
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「託送業務で知り得たお客さま情報の漏えいおよび閲覧事案」
に関する発生の真因および再発防止策の概要

別 紙

2023年5月12日

中部電力株式会社
中部電力パワーグリッド株式会社

中部電力ミライズ株式会社



１ 事案の概要

２ 中部電力パワーグリッドにおける発生の真因および再発防止策

３ 中部電力ミライズにおける発生の真因および再発防止策

（参考）中部電力３社におけるコンプライアンス推進体制



１ 事案の概要



１．事案の概要（１／２）

事 案 概 要
閲覧契約件数
（2022年11月20日～
2023年1月20日）

①
託送業務システムの
マスキング不備・アクセス
権限不備

新電力のお客さまに係る託送業務でパワーグリッドが
知り得た情報を、パワーグリッドが管理運営する託送
業務システムの画面を通じ、特定関係事業者である
ミライズによる閲覧が可能な状態に置いていた

85,783件
（373,584件）

②
パワーグリッド社員のID・
パスワードを使用したミライ
ズ社員の閲覧

ミライズ社員１名が、過去にパワーグリッドに在籍して
いた際に入手した他者のID・パスワードを用いてパワー
グリッドの託送業務システムにログインし、新電力のお
客さま情報を閲覧した

1件

③
最終保障契約の
アクセス権限不備

パワーグリッドと最終保障供給契約を締結しているお
客さま情報を、パワーグリッドが管理運営する託送業
務システムの画面を通じ、ミライズによる閲覧が可能な
状態に置いていた

1,602件
（3,350件）

※（ ）内は、2022年4月1日～2023年1月19日を調査対象とした件数
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１．事案の概要（２／２）

事 案 概 要
閲覧契約件数
（2022年11月20日～
2023年1月20日）

④
送配電買取FIT受給契
約のアクセス権限不備

「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特
別措置法」に基づき、パワーグリッドと電力受給契約を
締結している発電者のお客さま情報を、パワーグリッド
が管理運営する託送業務システムの画面を通じ、ミラ
イズによる閲覧が可能な状態に置いていた

7,335件
（22,441件）

⑤

パワーグリッドに付与され
ているID・パスワードを使
用した再エネ業務管理シ
ステムの閲覧

ミライズ社員が一般送配電事業者に付与されたID・
パスワードを用いて、経済産業省が保有する「再エネ
業務管理システム」より、再生可能エネルギー発電事
業計画認定情報等を閲覧していた

26,593件
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※事案⑤は、再エネ業務管理システムが運用を開始した2018年8月から2023年2月までの件数
※（ ）内は、2022年4月1日～2023年1月19日を調査対象とした件数
※新電力等のお客さま情報およびFIT買取分のお客さま情報の主な閲覧理由は、お客さまの求めや質問
等に応えるため、申込み手続きに必要な情報を確認するため等であり、新電力のお客さまやFIT買取
分のお客さまに対しての提案活動には利用していない



２ 中部電力パワーグリッドにおける発生の真因および再発防止策
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２－１ 本事案を発生させた５つの真因
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業務の手順がはっきりと決まっていなかった

繁忙な状況に対して適切な手当てがなされなかった

行為規制違反を検出できる体制が構築されていなかった

基準が不明確かつどこで決めるかが曖昧なまま業務が進んでいった

行為規制対応に厳格さを必ずしも求めない雰囲気があった

責任の所在が不明確なままでの業務運営②

マネジメントの判断ミス③

モニタリングの不備④

ルール・体制の不備⑤

背景としての行為規制の徹底に関する意識不足①



Copyr i g h t  ©  Chubu  E lec t r i c  P ower  Co . ,  Inc .  A l l  r i gh t  rese rve d .8

２－２ 各真因に関する再発防止策（１／２）

 ５つの真因を踏まえ、「教育・意識・風土」、 「システムコントロール」 、「ガバナンス」の
3つの観点から再発防止策を講じます。

対策 実施状況（5/12時点）

教育・意識・風土
（対応する真因）

①

• 託送業務システムを利用する全従業員に対するパスワードの変更を指示 2023年1月実施

• 業務用パソコンのグループユーザーIDのパスワード変更を指示 2023年2月実施

• ID・パスワードの貸借り厳禁の徹底を指示 2023年2月より実施

• 本事案の原因・再発防止策を含んだ行為規制に関する全従業員研修・
教育を実施

2023年2月より実施

• 行為規制遵守の中でのお客さまサービスのあり方を議論するディスカッ
ションを順次実施

2023年3月より実施

• 行為規制遵守推進者に対する教育を継続的に実施
本事案内容と発生の背景や発生原因を十分理解でき、あらゆる職場で発
生リスクがあること、リスク感受性を高めることができる教材を作成し、
教育を実施

2023年7月より実施予定

• 委託会社従業員に対する教育を継続的に実施 2023年2月より実施

• 社長から経営層・全従業員に向けたメッセージ発信を継続実施 2023年2月、4月実施

• 経営層と従業員との直接対話による中立性確保の重要性意識の定着を順
次実施

2023年4月実施、以後継続予定

• 中立性評価専門委員会における社外専門家等の意見も踏まえて、意識・
風土の向上策を検討

2023年4月実施、以後継続予定
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２－２ 各真因に関する再発防止策（２／２）

対策 実施状況（5/12時点）

システム
コントロール
（対応する真因）

②③④⑤

• システムの管理責任者を設置し、情報遮断にかかる「整理表」「判定表」
を作成

2023年2月完了

• 「整理表」「判定表」を用いて仕様書を記載・確認および報告書を作成す
る運用を開始

2023年3月より実施

• 非公開情報の管理に供する全てのシステムのアクセスログ等をチェックす
る運用を開始

2023年2月より実施

• ミライズ専用の起動アプリを作成し運用を開始 2023年4月より実施

• システムの物理分割 2028年1月より運用開始予定

ガバナンス
（対応する真因）

②③④⑤

• 取締役会の諮問機関として社外専門家を中心とした「中立性評価専門委員
会」を設置

2023年4月実施

• 社長直属の組織として「品質改革推進室」を設置
当室を中心に行為規制に係る業務におけるリスク抽出、
リスク対策、再発防止策の実施状況のモニタリングを実施

2023年4月実施

• 社長を「行為規制遵守統括責任者」、本社室・部長および支社長を「行為
規制遵守責任者」、所属長を「行為規制遵守推進者」とする管理体制を構
築

2023年4月実施

• 託送業務システム調査検討委員会により、原因分析・再発防止策を検証 2023年2月より実施

• 行為規制の観点から規程類・業務フローの総点検を開始 2023年3月より実施

• 行為規制違反に関する懲戒事由の明確化に向けた就業規則改正 2023年4月改訂

• 内部監査において外部専門家の知見を活用したシステム監査実施に向け、
委託先と「対象システム」、「監査項目」等についての調整を実施

2023年3月より実施

• パワーグリッドＨＰに託送業務で知り得た情報の漏えいに関するお客さ
ま・小売電気事業者さまからのお問合せ専用窓口（フリーコール，メー
ル）を設置

2023年3月実施
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２－３ 真因への対処：システムの物理分割

閲
覧
不
可

閲
覧
可

閲
覧
可

ミライズ パワーグリッド

論理分割（現行システム）

小売情報 託送情報

託送情報

小売情報 託送情報

物理分割（新システム）

ミライズ自由領域顧客

規制領域顧客

小売情報

新電力顧客

ミライズ自由領域顧客

規制領域顧客

小売情報

託送情報

託送情報

託送情報

パワーグリッドミライズ

 ミライズの小売情報およびミライズ・新電力の託送情報を一元的に保有している現行システムを物
理分割することにより、パワーグリッドおよびミライズの保有データを分割し、ミライズのシステ
ムには新電力の託送情報を保有しないようにします。

 これにより、ミライズのシステム利用においてパワーグリッドのシステムへのアクセスをなくし、
情報漏えいのリスクを軽減します。

新電力顧客

ミライズ自由領域顧客

規制領域顧客
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２ー４ 真因への対処：中立性確保のための組織・体制の全体像

 行為規制遵守統括責任者等を設置する等により第１ラインの体制を強化するとともに、第２ラインとして行為規
制等の責任部署である「品質改革推進室」を新たに設置してモニタリング機能を強化し、さらに第３ラインにてシス
テム監査を実施する機能強化を図ることで、全社の行為規制等にかかる体制を整備してまいります。

 また、外部専門家を中心とした中立性評価専門委員会を設置し、第一回委員会を開催。委員の皆さまからの
様々な提言を再発防止策に確実に反映し、これからも行為規制等の徹底に全力を尽くしてまいります。

システム監査
（外部委託）

中立性評価
専門委員会

取締役会

コンプライアンス
推進会議

行為規制等法令遵守が担保されて
いることを確認する責任部署

行為規制等の各種モニタリング

行為規制等に関するシステムの
仕様確認など現業まで踏込んだ確認

システム監査（外部委託）による
機能強化

システム監査の結果を踏まえて、
第１および第２ラインの取り組み
を評価

品質改革推進室 考査グループ

託送業務システム
調査検討委員会

真因の調査および
再発防止策の策定

凡例

行為規制遵守統括責任者

行為規制担当役員

行為規制遵守責任者

行為規制遵守推進者

第１ライン 第２ライン 第３ライン

本社各グループ

支社長

支社各グループ

総務部本社部門長

行為規制等に関する
社内総括および
社外対応

社長

取締役

行為規制遵守統括責任者等の設置による
執行体制強化

情報遮断対象の明確化

適正な運用状況の確認体制の強化

様々な方からの意見を聴取
• 弁護士
• 内部統制等の専門家
• 中立性を求められる他業
種の有識者

• 社外取締役（学識者、
会社経営者） 等

取締役会の諮問機関
社外専門家中心の委員構成
行為規制に関する体制および運用の評価

確認・是正指導

好事例水平展開



３ 中部電力ミライズにおける発生の真因および再発防止策
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３－１ 本事案を発生させた３つの真因

• 行為規制の内容や分社化による影響（やってはいけないこと、見てはいけないこと等）の周
知および理解が、経営層を含むミライズ内の全ての階層において不足していた

• 行為規制の重要性やリスクに対する理解・認識の不足や、お客さまファーストの意識から、
お客さま対応が優先された

（組織・ルール）

• 全社に指示を出す部署が明確でなく、責任の所在ルールが不明確であった

（システム開発）

• 明確な指示系統がないままシステム開発が進められた

• システム開発に必要なリソース（特に人的リソース）が十分に投入されなかった

• 本店や上司の指示に従えば問題ないという思考・行動パターンがみられた

• 問題に気付いても、「自分の担当でない」「自分の仕事が増えてしまう」「自分または上司
が忙しい」として行動を起こさなかった

行為規制に対する周知・理解不足①

行為規制対応を担保する仕組みの欠如②

問題点を提起しにくい組織風土③
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３－２ 各真因に関する再発防止策

真 因 対策 実施状況（5/12時点）

真因①
周知・
理解不足

• 行為規制遵守に関する社長メッセージの発信 2月以降、計4回発信

• 各種手引きや業務指示書、業務ツールの見直し
①情報管理・行為規制に関する基準の明確化
②各業務主管部署の手引き等の洗い出し、見直し

①2023年度上期策定予定
②4月重点対応項目対応完了、

5月以降継続実施

• 情報管理・行為規制対応の徹底に向けた研修・教育の実施
①情報管理・行為規制対応に係る研修・教育
②ID・パスワード管理に係る研修・教育
③研修・教育の浸透状況の継続的な確認

①3月初回実施
②4月初回実施
③10月開始予定

• 継続的に学ぶきっかけや仕組みづくり 4-5月検討実施、2023年度上期開始予定

真因②
仕組みの
欠如

• システム面の整備
①行為規制の対象となる情報のマスキング処理
②ミライズ専用の起動アプリケーションによる不正利用チェック
③ITツールを用いたモニタリング
④システムG内PMOの役割明確化（要員配置状況確認・確保訴求）
⑤情報管理・行為規制に係る開発工程の統制強化

①2-3月実施
②4月運用開始済

③2023年上期運用開始予定
④4月手引き改訂済、5月運用開始

⑤2023年度上期中開始予定

• 内部統制の再構築・強化
①行為規制対応の統括部署・相談窓口の新設
②第１ラインから第３ラインまでの役割明確化
③情報管理・行為規制に関する規程類等の統括管理
④外部専門家の活用

①統括部署は2023年4月新設済み、
相談窓口は6月運用開始予定

②4月実施
③2023年度上期開始予定

④4月開始

• 監査計画への反映 2023年3月反映済

• 情報管理・行為規制対応に係る再発防止策の進捗管理 5月開始予定

• 情報システムの物理分割（詳細は、P10を参照） 2028年1月より運用開始予定

真因③
組織風土

• 社内のコミュニケーション機会の設定、活性化
8月に本店と各地域との
意見交換を実施予定

• 組織風土課題の継続的な検証と改善（問題提起した従業員が評価され
る風土づくり等）

10月以降開始予定

統制強化

統制強化

情報・行為G

情報・行為G

情報・行為G

情報・行為G

情報・行為G

統制強化情報・行為G

情報・行為G

情報・行為G

情報・行為G

情報・行為G

P15、16で詳細を説明



３－３ 真因への対処：新設部署による行為規制管理の統括・推進
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 2023年4月に新設した情報・行為規制管理グループは、情報管理・行為規制対応の統括部署となり、
業務・システムの両側面からの管理基準の明示や管理徹底およびその実行支援、再発防止策も含め
た管理状況のモニタリング、相談窓口、教育の推進等の役割を担い、全社的な「情報管理・行為規
制対応の徹底」と「理解浸透」の役割を担っていきます。

...

新設部署の業務内容

15

ガバナンス

コンプライアンス

 情報管理・行為規制対応の徹底に向けた基準の明示

 情報管理・行為規制対応の管理状況に対する確認・運営支援

 情報管理・行為規制対応に係る再発防止策の進捗管理・徹底支援・経営層等への報告

 情報管理・行為規制対応に係る相談窓口の運営・助言

 情報管理・行為規制対応に関連する手引き等の統括管理

 情報管理・行為規制対応徹底に向けた教育・浸透状況の確認

 教育効果を高めるきっかけづくりや仕組みの検討
（例：事例集の整備、職場ディスカッションの開催等）

システム

 システム開発・改修工程（上流の要件定義工程や下流の運用テスト工程等）における
情報管理・行為規制対応要件が確かに反映されているかの統制

情報・行為規制
管理グループ

総務グループ

法務グループ

人事グループ

業務管理・支援本部

経理グループ



がおび

第1ライン
（事業部門）

16

 「行為規制対応を担保する仕組みの欠如」への対応として、統括部署の新設、内部統制の考え方に
基づく第1ラインから第3ラインの役割の明確化、外部専門家の活用を実施し、行為規制に係る内部
統制を再構築・強化します。

第3ライン
（内部監査部門）

第2ライン
（管理部門）

【経営層】社長、本部長

独立的・客観的
な見地から監査、
助言を提供
再発防止のための
システム・業務監査

1st Line of Defense

リスク情報の報告・共有

リスクモニタリング・改善指示

2nd Line of Defense 3rd Line of Defense

お客さまファースト推進室事業戦略本部

監査グループ

リビング・ビジネス営業本部

カーボンニュートラル推進本部

カスタマーサービス本部

法人営業本部

調達・需給本部

地域営業本部

リスク管理支援

専門的知見を
活用した支援

情報管理・行為規制の
対応状況のモニタリング、
教育も含む管理徹底の
企画・推進・支援

考査グループ

お客さまファースト
推進グループ

ビジネス・業務を進める中で、自立
的に行為規制対応に努める

それぞれの専門分野から、第1ラインの業

務執行状況に対して、チェック・モニタ

リングを行い、対応推進を支援する

経営層の目にかわり、独立的・客観的見

地から、業務執行が適切に行われている

かを監査し、適宜助言を行う

役
割

役
割

役
割

チェック

外部専門家からの
アドバイスを活用

外部専門家

契約の締結先を
選定中

外部専門家

Copyr i g h t  ©  Chubu  E lec t r i c  P ower  Mi ra i z  Co . ,  Inc .  A l l  r i gh t s  rese rve d .

事業戦略本部

業務管理・支援本部

情報・行為規制
管理グループ

法務グループ

総務グループ

人事グループ

経理グループ

外部専門家が
常駐して助言

外部専門家

３－４ 真因への対処：内部統制の再構築・強化
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（参考）中部電力３社におけるコンプライアンス推進体制

 事業会社各社（パワーグリッド、ミライズ）にて、関係する部署の責任者をメンバーとする社内調査体
制を構築。社外弁護士を委員に含む各コンプライアンス推進会議の助言等を受けながら原因調査および
再発防止策を樹立。

 中部電力、パワーグリッドおよびミライズの３社で、本件にかかる「再発防止等合同検討会議」を設置。
各コンプライアンス推進会議（社外監査役、社外弁護士を含む）のメンバーが再発防止策等の妥当性、
対応状況を確認。
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